
（単位：億円）

業種 No 銘柄 売上高
関係会社から
の売上高

割合
225
銘柄

小売業 1  Ｊ．フロント　リテイリング（株） 65 65 100.0 ○

2 （株）三越伊勢丹ホールディングス 83 83 100.0 ○
3 （株）セブン＆アイ・ホールディングス 700 700 100.0 ○

パルプ・紙 4 （株）日本製紙グループ本社 283 283 100.0 ○
化学 5 （株）三菱ケミカルホールディングス 151 151 100.0 ○

6 富士フイルムホールディングス（株） 191 191 100.0 ○
医薬品 7 大塚ホールディングス（株） 362 362 100.0
石油・石炭製品 8 ＪＸホールディングス（株） 109 103 94.5 ○
金属製品 9 （株）住生活グループ 112 112 100.0
銀行 10 （株）三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 4,136 3,423 82.8 ○

11 （株）りそなホールディングス 313 313 100.0 ○
12 三井住友トラスト・ホールディングス（株） 227 227 100.0 ○
13 （株）三井住友フィナンシャルグループ 2,222 2,222 100.0 ○
14 （株）札幌北洋ホールディングス 8 8 100.0
15 （株）ふくおかフィナンシャルグループ 367 367 100.0 ○
16 （株）ほくほくフィナンシャルグループ 81 81 100.0
17 （株）みずほフィナンシャルグループ 464 464 100.0 ○
18 （株）紀陽ホールディングス 36 36 100.0
19 （株）山口フィナンシャルグループ 52 52 100.0
20 フィデアホールディングス（株） 21 21 100.0

保険 21 ＮＫＳＪホールディングス（株） 375 375 100.0 ○
22 ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス（株） 691 691 100.0 ○
23 東京海上ホールディングス（株） 1,278 1,278 100.0 ○
24 （株）Ｔ＆Ｄホールディングス 192 192 100.0 ○

陸運 25 ヤマトホールディングス（株） 219 219 100.0 ○
情報・通信 26 日本電信電話（株） 3,903 3,871 99.2 ○

27 ソフトバンク（株） 351 351 100.0 ○

　

（単位：億円）

業種 No 銘柄 売上高
関係会社から
の売上高

割合
225
銘柄

情報・通信 1 （株）フジ・メディア・ホールディングス 146 146 100.0
2 （株）東京放送ホールディングス 188 39 20.7
3 （株）テレビ東京ホールディングス 5 5 100.0

（単位：億円）

業種 No 銘柄 売上高
関係会社から
の売上高

割合
225
銘柄

食料品 1 キリンホールディングス（株） 799 719 90.0 ○

鉄鋼 2 ジェイ　エフ　イー　ホールディングス（株） 280 280 100.0 ○
証券・商品先物 3 （株）大和証券グループ本社 455 454 99.8 ○

4 野村ホールディングス（株） 2,198 2,198 100.0 ○
※「平成22年度における企業結合関係届出等の状況」に記載された公正取引委員会に報告書を提出している一般事業会社（当該会社及び
 　子会社（国内）の総資産の合計額が２兆円を超える会社）のうち、社名が持株会社に類似するもの。

※決算期は平成23年3月期（ジェイ　エフ　イー　ホールディングス㈱は平成22年12月期）。勘定科目・計数は有価証券報告書を基に記載。
 　売上高は端数切捨て。割合は四捨五入。

※決算期は平成23年3月期（Ｊ.フロント リテイリング㈱、㈱セブン＆アイ・ホールディングスは平成23年2月期）。勘定科目・計数は有価証券
　 報告書を基に記載。売上高は端数切捨て。割合は四捨五入。

(注)No26「日本電信電話㈱」については、関係会社からの受取配当金の金額が開示されていないため、受取配当金全額を関係会社からの
　 ものとみなした。

独禁法上の持株会社等の計数

２．放送法上の認定放送持株会社

３．その他

※決算期は平成23年3月期。勘定科目・計数は有価証券報告書を基に記載。売上高は端数切捨て。割合は四捨五入。

※「平成22年度における企業結合関係届出等の状況」（平成23年6月21日公正取引委員会公表資料）に記載された公正取引委員会に報告
　 書を提出している独禁法上の持株会社（当該会社及び子会社（国内）の総資産の合計額が6,000億円を超える持株会社）のうち上場会社。

１．独禁法上の持株会社

資料２－４


